
■消費税率アップを閣議決定（10月1日）
安倍総理は、来年4月から消費税率を3％引き上げて8％とすること、合

わせて、5兆円の経済対策を閣議決定しました。60名の有識者の声を聴

いて国民の声を聞いたとされ、国会を開かないままの決定です。しかし、

昨年民主党自民党公明党の3党で話し合ったのが図1であり、「医療介

護の充実（1.6兆円）」の話が深まらないうちに「医療介護の負担増」の話

が次々に打ち出されています。

例えば、70歳から74歳までの保険料負担2割への引き上げ、所得の高

い方の高額医療費本人負担の引き上げ、介護保険本人負担1割からの

引き上げなど。なおかつ、「後代への負担のつけ回しの軽減（7.0兆円）」

の分が、来年度予算要求で国土強靭化の名のもとに公共事業増額に、

復興特別法人税の1年前倒し取りやめの財源に回る懸念があります。

昨年与党として可決成立した消費税法案では「全額社会保障に充て

る」と法定化したわけですから法律違反と言わざるを得ません。

昨年4月に法人税率は5％引き下げました。サラリーマンが100％捕捉

されている不公平税

制是正に「マイナンバー

法案」を成立させまし

た。

税制抜本改革の一

環です。自公政権が

先送りしてきたもので

す。

来年4月に向けての

価格転嫁対策や、所

得の少ない方への対

策など政府与党にそ

の対応に万全を期すよう3党税制協議等を通じて求めてまいります。

■グアム協定改正（10月3日）
ケリー国務長官、ヘーゲル国防長官が来日し「日米安全保障協議委

員会（2＋2）」が外務・防衛両大臣との間で行われ、2009年グアム協定
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（図１）

◆地域のニュース

上田知事への予算要望
（10月11日）
民主党埼玉県連を代表して
平成26年度予算要望書を上田
清司知事に提出しました。

スクールカウンセラーに
「準ずる者」の選考を
平成13年度から文部科学省の補助事業としてスクールカウンセラー
配置事業がスタートしました。このスクールカウンセラーについて埼
玉県は臨床心理士のみの採用が一貫して続いており、12年間スクー
ルカウンセラーに「準ずる者」を一人も選考したことはありません。

財務省も文部科学省も 臨床心理士のみを採用している実態へ警
鐘を鳴らしスクールカウンセラーに「準ずる者」の採用と活用を促し
ています。

6月県議会での浅野目義英県議の質問により埼玉県は「準ずる者」
の採用に踏み切りました。これはかねてより武正議員が文部科学省
に働きかけて全国に出された通知がきっかけとなりました。
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の改正議定書が署名されました。これは、2009年政権交代直前に国会

で承認を求められた辺野古への移設と嘉手納以南の返還とグアム移転

がパッケージ（セット）になっている筋の悪いものでした。

政権交代後、野田内閣での2012年4月の2＋2で、このパッケージを解

くことが日米で合意され、今回それを受けて、協定改正の署名となりまし

た。しかし、昨年自公政権に代わり、政府は今年4月、日米両政府が合

意した基地返還計画では再びパッケージに戻ったとされただけに、政府

の迷走ぶりが露呈しました。次期通常国会で条約改正の審議に臨みま

す。

■安倍総理の所信表明に対する代表質問(10月16日）
本格的な国会は約4ヵ月ぶりの開会となった冒頭、安倍総理の所信表

明演説に対しての海江田代表の代表質問に、安倍総理は曖昧な答弁

に終始。

昨年11月14日の党首討論で、解散と引き換えに約束した定数削減は

衆議院議員5議席のみのまま。また環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）交渉

は、自民党と自民党候補者が約束した「聖域」と位置づける米や麦など

農産物の「重要5項目」を細分化した586項目の関税撤廃の可能性に関

しても、曖昧な答弁に終始しました。

■特定秘密保護法案（10月25日）
政府は特定秘密保護法案を国会に提出しました。特定秘密は30年経っ

ても公開しないこと、故意又は過失による漏えいの処罰として、特定秘

密を取り扱うことを業務とする者に10年以下の懲役、公益上の必要によ

り特定秘密の提供を受け、これを取得したものに5年以下の懲役とする

内容です。

武正議員は前政権時代、外務副大臣として岡田外務大臣とともに「日

米密約の解明」につとめ、その後公文書公開法を制定し、外交文書の30

年公開ルールを決めた経緯があります。

今回の政府提出法案では「特定秘密」の名の下に前政権で培った「情

報公開」の流れが後退しかねません。

民主党は、「情報公開法改正案」を対案として提出し、国民の知る権利

が阻まれないように努めてまいります。
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岩槻・浦和・緑・見沼区で、たけまさ公一とともに より良い地域を実現します

たけまさ公一プロフィール・・・・・・・・・・昭和36年(1961年)生まれ

・・・さいたま市立木崎小、木崎中、県立浦和高校、慶応義塾大学法学部政治学科卒業

・・・・・・・・平成元年、松下政経塾卒業 平成11年4月、埼玉県議会議員2期目当選

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成24年12月16日、衆議院議員5期目当選

【内 閣】元財務副大臣／元外務副大臣

【衆議院】財務金融委員会委員／憲法審査会会長代理／消費者問題に関する特別委員会

委員

松岡 耕一
緑区・県政担当
昭和５１年生まれ

民主党埼玉県第１区総
支部幹事

三神 尊志
市議・見沼区
昭和５５年生まれ

民主党さいたま市議団
市民生活委員会委員長
／地下７延伸委員会/予
算委員会委員

神崎 功
市議・緑区
昭和３０年生まれ

さいたま市議会副議長、民主
党さいたま市議団顧問／民主
党埼玉県連副代表／議会広
報委員会/文教委員会

浅野目 義英
県議・浦和区
昭和３３年生まれ

民主党・無所属の会代表
代行／議会運営委員／
警察危機管理防災委員
会

小柳 嘉文
市議・浦和区
昭和４０年生まれ

民主党さいたま市議団
予算委員会／大都市行財政
委員会／総合政策委員会

石田 昌生
緑区・市政担当
昭和３５年生まれ

民主党埼玉県第１区総
支部幹事

武田 和浩
市議・見沼区
昭和３６年生まれ

民主党さいたま市議団
まちづくり委副委員長
見沼田圃将来委員

高野 秀樹
市議・岩槻区
昭和３５年生まれ

民主党さいたま市議団団
長／総合政策委員会
地下鉄7号線延伸事業化
委員会副委員長

民主党埼玉県第１区地方議員並びに県政・市政担当者

●浦和事務所 さいたま市浦和区北浦和3-6-11松本ビル2階 TEL 048-832-3810 FAX 048-832-3846

●岩槻事務所 さいたま市岩槻区本町5–5-12 TEL 048-749-6801 FAX 048-749-6802

●国会事務所 千代田区永田町2-1-2第2議員会館312 TEL 03-3508-7062 FAX 03-3519-7715

皆様のご意見・ご要望をお待ちしております メールアドレス voice@takemasa-k.jp

たけまさ公一事務所

井上 將勝
県議・見沼区
昭和５４年生まれ

民主党・無所属の会／産
業労働企業委／地方分
権・行革・新都心特別委

東京武正会講演会＆交流会
平成25年11月25日(月)

講演会午後6時～ 交流会午後7時10分～

講師藤井裕久氏（元財務大臣）
会費20,000円

詳細はたけまさ事務所までお問い合わせください。

第134回

たけまさ公一と語る会
平成25年11月23日（日）
午後2～4時
埼玉会館6D
事前のお申し込みは必要ありません。お気軽にご参加ください。


